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第１章　　総　　則
本工事の施工に当たっては、「土木工事等共通仕様書(佐賀県、県土整備部、農林水産部及び地域交流部)」の最新版に基づいて実施する。
同仕様書に対する特記及び追加事項は、この特別仕様書によるものとする。

第２章　　工事内容
１．工 事 名     令和４年度　地域農業水利施設ストックマネジメント事業
大町２期地区　制水門Ｇ１０補修工事

２．工事場所　　 杵島郡大町町大字福母下潟地内

３．工事概要　　 この工事の概要は次のとおりである。
　制水門Ｇ１０　　　　鋼製ユニットゲート (三方水密)　ｎ＝　1式
　　　　　　　　　  扉体・戸当り・開閉装置更新
　　　　　　　　　　鋼製付属設備製作・据付(開閉器架台・操作台・タラップ)

４．諸　　元
　制水門Ｇ１０
[bookmark: _Hlk113005943]　　　扉体　　　　　　　ステンレス製スライドゲート　W1.01×H1.20（三方水密方式）
　　　戸当り　　　　　　ステンレス製　W1.01×H2.65
　　　開閉装置　　　　　手動ラック式開閉装置（単動10KN用）
　　　　　　　　　　　　ラック棒　SGD304　L=2.000ｍ（単動10KN用）
鋼製付属設備　　　開閉機架台・操作台・タラップ　SS製　溶融亜鉛めっき塗装　1式
　　　　　　　　　
　　　　　　　　　
第３章　　施工条件
1． 工事期間
[bookmark: _GoBack](1)  本工事の工事期間は、契約締結の日から令和5年3月15日までとする。
(2)  工事期間には、雨天・休日等を見込んでいる。
 　　　　　なお、休日等は日曜日・祭日・夏季休暇及び年末年始休暇のほか、作業期間内の全土曜日を含んでいる。
２．工程制限
   　 農業用作業機械及び一般車両の通行がある場合は、農作業用及び一般交通を考慮した施工計画を樹立しなければならない。
３．ローカル発注の取組
「ローカル発注」とは、工事の発注や物件、役務の調達を行うあたり、県内企業を優先的に活用することである。「佐賀県ローカル発注促進要領」に基づき元請企業が、県外企業と下請契約又は材料納入契約を締結するときは、補助事業者は同要領の様式３の理由書を契約締結前までに元請企業から受領し、速やかに発注者に提出しなければならない。

第４章　　施　　工
１．工事範囲
取水設備の機能回復を図るものとし、工場で製作し、現地にて据付後、試運転調整を行なうまでの一連の工事とする。
２．整備要項
(1)  整備作業に携わる作業員は、その構造を熟知した技術者でなければならない。
(2)  計測は、監督職員の立会いのもとに行なうものとする。
(3)  使用材料の品質、形状等については、ＪＩＳ又は同等以上のものを使用すること。但し、これ以外のものを使用する場合は監督職員に報告し、承諾を得たものについて使用することが出来るものとする。
(4)  機器類の部分的加工・修理等を行なうにあたり、整備場所より外部に搬出する必要がある場合は、監督職員と協議を行ない、承諾を得ること。
３．製　　作
(1)  溶接はアーク溶接を原則とし、溶接技能免許所有者を充当させること。
(2)  受注者は、ステンレス鋼について工作により不動態化処理が必要となる箇所について酸洗い、あるいは電解研磨により表面処理を施すものとする。また工事完了までの間、ステンレス鋼表面に軟鋼材の粉塵等が付着しないよう、表面
を保護しなければならない。
(3)  各部の構造、寸法等設計とよく合致して、機能が十分発揮できるかを確認する為、工場内において正確に仮組み立てをするものとする。
(4)  組み立てに際し、次の部品を再利用してはならない。
　　　　　　　　　（オイルシール、パッキン類、座金、割ピン及び衰損ネジ等）
４．運　　搬
(1)  輸送計画は、運搬路、据付順序等を十分考慮して計画しなければならない。
(2)  荷造りは、運送中及び積卸しの際、損傷、変形等が生じないよう十分注意すること。
(3)  現場の荷受け及び保管は、受注者の責任で行なうものとする。

５．据付・撤去
　　　　 (1)  目的物を撤去する際、既存の設備・構造物に影響を与えないように、細心の注意を払って行なうものとする。
(2)  架空線等上空施設が工事現場内等にある場合は、「地下埋設物・架空線等上空施設の工事防止マニュアル(平成26年1月 佐賀県県土づくり本部建設・技術課)」により、公衆災害等の事故防止対策を実施するものとする。
(3)  据付に際しては、地域への影響を最小限にするため、作業の円滑な遂行を計らなければならない。
(4)  据付完了後、監督職員の立会いのもと試運転調整を行ない、対象物が正常に作動することを確認し、所定の目的が達成されていれば工事の完了とする。
６．検　　査
(1)  鋼材等の品質検査については、メーカー規格合格証明書、又は公的機関による試験成績表を提出するものとする。
(2)  各検査に不合格のものは、受注者の負担により速やかに合格するまで取替え、又は補修しなければならない。
また、各検査を行なう際の費用についても、受注者の負担とする。
７．その他
            工事を行なう際に軽備な仮設が必要となる場合、監督職員と協議の上、受注者の責任で行なうものとする。但し、監督職員が施工上重要な仮設であると判断した場合、この限りではない。

第５章　　指定仮設
一般事項
(1)  指定する仮設工事を変更して代替施工する場合は、設計図書等を提出して、監督職員の承諾を得るものとする。
(2)  指定する仮設工事で工法や、作業量に変更が生じた場合は、監督職員と協議するものとする。



第６章　　塗　　装
１．扉体（ステンレス製）の塗装は、酸洗いを標準とする。
２．扉体（ステンレス製）以外の鉄鋼製構造物の塗装は溶融亜鉛めっきを標準とする。
溶融亜鉛めっき　
(1)  受注者は、溶融亜鉛めっきの品質について、JIS H 8641(外観・付着量及び硫酸銅試験回数、密着性及び仕上げ)を満たさなくてはならない。
(2)  受注者は、溶融亜鉛めっきの試験方法を、JIS H 0401に準じて行ない、規定されている判定基準を満足しなければならない｡
(3)  予熱乾燥は約120℃とし、亜鉛(めっき)浴温度は、鋼材の場合約430～470℃、ボルト・ナットの場合約480～550℃とする。
(4)  受注者は、コンクリートに埋設され、かつ付着力を期待する部材にめっきを施す場合、所定の付着力が得られることを確認した資材を監督職員に提出し、承諾を得なければならない。
(5)  受注者は、密閉された部材又は熱変形のおそれのある部材をめっきする場合、空気抜き変形防止材を設ける等の処理を施さなければならない。
(6)  受注者は、溶融亜鉛めっき時に熱変形を生じさせない設計を行なわなければならない。
· 溶融亜鉛めっきの種類、記号、付着量
	　母材厚１．０ｍｍ以上２．０ｍｍ以下の鋼材
	　ＨＤＺ－３５
	350 g/㎡

	　母材厚２．０ｍｍを超え３．０ｍｍ以下の鋼材
	ＨＤＺ－４０
	400 g/㎡

	母材厚３．０ｍｍを超え５．０ｍｍ以下の鋼材
	ＨＤＺ－４５
	450 g/㎡

	母材厚５．０ｍｍを超える鋼材
	ＨＤＺ－５０
	500 g/㎡

	母材厚６．０ｍｍ以上の鋼材で過酷な腐食下で使用
	ＨＤＺ－５５
	550 g/㎡










第７章　　施工管理
1． 受注者は、施工計画書に示される作業手順に従って施工し、「土木工事施工管理の手引き(佐賀県、県土整備部、農林水産部及び地域交流部)」、「施設機械工事等施工管理基準(農林水産省農村振興局)」、「水門鉄管技術基準 第５回改訂版 水圧鉄管・鉄鋼構造物編、溶接・接合編(水門鉄管協会)」、「水門鉄管技術基準 第５回改訂版 水門扉編(水門鉄管協会)」、「水門鉄管技術基準 水門扉検査要領(水門鉄管協会)」の最新版に準拠して施工管理を行ない、その記録を監督職員に提出しなければならない。
2． 前項に記述している施工管理基準及び特別仕様書に定めのない工種は、主要な出来形の管理方法を定めなければならない。
3． 本事業は整備補修を目的としており、旧製品と新製品とを対比できるよう数量及び写真管理を行なうこと。

第８章　　検　　査
１．受注者は、完成通知書を監督職員に提出しなければならない。
２．受注者は、完成通知書を監督職員に提出する際には、次の各号に掲げる要件をすべて満たさなくてはならない。
(1)  設計図書(追加･変更指示も含む)に示されるすべての工事が完成していること｡
(2)  監督職員の請求した改造が完了していること｡
(3)  設計図書により義務付けられた工事記録写真、出来形管理資料、工事関係図及び工事報告書の資料の整備がすべて完了し監督職員に提出していること｡
(4)  契約変更を行なう必要が生じた工事においては、最終変更契約書を発注者と締結していること。
３．検査職員は、監督職員及び受注者の立会いにより、工事目的物を対象として契約図書と対比し、次の各号に掲げる検査を行なうものとする。
(1)  工事の出来形について、形状・寸法・精度・数量・品質及び出来栄えの検査を行なう。
(2)  工事管理状況について、書類、記録及び写真等を参考にして検査を行なう。
４．検査職員は補修の必要があると認めた場合には、受注者に対して期限を定めて補修の指示を行なう事ができるものとする。



第９章　　建設副産物
本工事において発生する建設副産物のうち、廃棄物処理法において対象となるものは、法の定める基準を遵守し、受注者の責任において処分するものとする。
なお、自ら処分できない場合は、法の定める基準に基づき産業廃棄物処理業者の許可を受けたものの中から、許可の範囲及び取り扱える種類等を確認の上、その処理を委託することができる。

第10章　　定めなき事項
この仕様書に定めなき事項、又はこの工事の施工にあたり疑義が生じた場合には、必要に応じて監督職員と協議するものとする。
